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あらまし：法律文は専門知識を有しない人には理解しにくいという問題点がある．我々は法律文の理解支

援や可視化を目的としてテキストマイニングによる法律文の解析（要件効果構造の分類と権利義務配分

の定量化）を試みている．この研究では法主体への権利義務の配分の様相を定量化することが出来たが，

並列構造や但し書き構造，入れ子構造への対応が不十分で精度面でも課題が残った.そこ本研究ではこれ

らの課題のうち，但し書き構造への対応を試み，成果と課題を記述する. 
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1. はじめに 

現在，日本国では数多くの法律が効果を持ってお

り，毎年，新たに制定，改廃されている（1）．また，

法律条文は，人間の社会的行動の基本的な規範を明

文化したものであるため，法律の専門家だけでなく

その社会に生きる様々な人間が法律条文の理解を求

められる．そのため，専門的な知識を持たない人に

法律の内容理解を少しでも手助けすることが求めら

れ，これまで様々な法律の分析手法の開発が自然言

語処理を中心として行われてきた． 

我々は法律文の可視化による理解支援を目的とし

て，テキストマイニングを用いた要件効果構造の分

類と権利義務配分の定量化を試みている(2)．これま

でに悪臭防止法に対して権利義務配分の定量化を試

みた(3)が，ただし書き等の並列構造などに対応でき

ないという課題があった． 

本稿では並列構造のうち但し書きに対応すること

で，要件効果構造の分類の精度向上を試みる． 
 

2. 先行研究における課題 
先行研究では，形態素解析器「MeCab」と係り受

け解析器「Cabocha」(4)を用いて係り受け解析を行い，

要件効果構造への分類を試みた.さらに田中の研究(5)

における規定部表現と意味機能を参考にし，さらに

Jural Relations(6)の知見を取り入れ再分類したものを

用いて権利義務配分の定量化を試みた．定量化の際

に用いた規定表現と各規定表現に付与した権利義務

を表 1 を示す．先行研究では定量化を行うことがで

きたが，課題として法律文に現れる並列構造やただ

し書構造，入れ子構造に対応できていないこと，主

題部が明示されてない場合の文章の理解，可視化に

向けてのわかりやすいデザインの構築を挙げた．  
 

表 1 権利義務と規定表現 
規定部表現 権利義務の種類 

する EST or PRE 

定める EST or PRE 

生じる EST(other) 

みなす EST(other) 

ならない EST(duty) 

任ずる EST(Liability) 

できる PRA(Right) 

できない PRA(no-Right) 

  
 
3. 課題へ対応（但し書き構造の理解） 

本研究では上記の課題の一つである但し書き構造

を表層情報と係り受け情報から分析を自動化するこ

とを試みる． 
法律条文には，「A は B する．ただし，Cの場合は

この限りでない．」といった文章が存在し，前文を本

文，後文を但し書きと呼ぶ．権利義務配分の定量化

においてこの但し書き構造を正確に分析することが

重要である． 
先行研究では法律条文の分析する際，「規定部は必

ず文末に表れる」「主題部，条件部は必ず規定部と修

飾関係にある」ことを仮定している．但書構造の分

析についても同様に「規定部に対して修飾関係にあ

る」と仮定する．これを元にただし書き構造が現れ

た際は「ただし，」というフレーズの前後で２つの要

件効果構造が表れているとする処理を行った．また，

権利義務に関することとして，但書構造によく表れ

る「この限りでない」という規定表現に関しては「た

だし，」の直前の要件効果構造の規定表現から権利義

務を付与する．具体的には表 2に示す通りである． 
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表 2 「この限りでない」の権利義務付与 

ひとつ前の 

規定部表現 

「この限りでな

い」の解釈 

権利義務の 

種類 

しなくては 

ならない 
しなくてもよい PRA(Right) 

することが 

できる 

することができな

い 
PRA(no-Right) 

 
これらを悪臭防止法に適用させた結果，先行研究

において要件効果構造として分類できなかった「２ 

前項の場合においては、同項に規定する者は、～通

報をした場合は、この限りでない。」という部分に関

して２つの要件効果構造として分類することができ，

権利義務についても新たに２つの権利義務を付与す

ることができた．先行研究において目測での結果と

比較した結果と本研究において目測での結果と比較

した結果を示すと以下の表 3のようになった． 
 

表 3 要件効果構造の比較結果 

  
 目測で検測した結果と完全に一致した部分が２個

増えた．そのため，但し書きへの対応を試みること

で悪臭防止法における要件効果構造の分類精度が向

上できたといえる． 
続いて，先行研究では悪臭防止法のみで行ってい

たため，本研究では新たに遺失物法，特定多目的ダ

ム法，地方公営企業法，道路改良促進法の４つの法

律に対しても適用した．その結果，悪臭防止法も合

わせた５つの法律から１４個の但し書きを含む要件

効果構造を抽出することができ，そのうち６つの要

件効果構造について正しく但し書きを分類すること

ができた．しかし，残りの８個の要件効果構造につ

いて正しく分類することができなかった．原因を以

下の表 4に示す． 
 

表 4 分類できなかった理由 

分類できなかった理由 個数 

なお書きを含む構造を正しく分類できない 1 

条件部を判定ができない 3 

権利義務と関係のない要件効果構造 2 

主題部を誤判定している 2 

 
 正しく分類することができなかった要因として，

まず本手法は悪臭防止法を元に作成しているため，

悪臭防止法では現れなかった条件部のフレーズが存

在していると分類することができない．次に，権利

義務と関係のない要件効果構造については本研究に

おいては意味をもたないため，排除することも検討

しなくてはならない．そして，本手法では係り受け

情報と格助詞から主題部を判定していたが，誤判定

が発生したため，この手法に関しても再検討しなく

てはならない．これらの問題を解決することで，他

の法律条文においても精度の向上が期待できると考

えられる． 
  
4. まとめ 

法律文の理解支援や可視化を目的としてテキスト

マイニングによる法律文の解析（要件効果構造の分

類と権利義務配分の定量化）を試みているが，法律

条文の並列構造，但し書き構造，入れ子構造への対

や可視化に向けてのわかりやすいデザインの構築と

いった課題がある。 
本研究ではこれらの課題の一つであった但し書き

構造への対応を条件に入れて法律条文の要件効果構

造の分析と権利義務配分の定量化を試みた．その結

果，要件効果構造の分類精度が向上した． 

また，悪臭防止法に加えて遺失物法，特定多目的

ダム法，地方公営企業法，道路改良促進法の４つの

法律文についても同様に解析を行った．その結果，

４つの法律文すべての但し書きを要件効果構造とし

て正確に分類することはできなかった．その原因と

して他の法律文では主題部の誤判定，条件部の欠損

といった問題が発生していたことがわかった． 
今後は，悪臭防止法で作成した分析条件を他の法

律文に適用させる際に以上の問題を解決する必要性

がある．  
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